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Ⅰ．令和４年度の方針 

 １．基本方針 

２．法人本部事業計画 
（１）令和 4年度目標値、当期資金収支差額「32,200 千円」（経営改善計画に基づく当初の目標値

は「22, 900 千円」）を達成し、経営基盤の確立を図る。 
① 法人全事業所で目標利用率を必ず達成する。 

 上越事業部、糸魚川事業部は所属事業所の利用率をチェック指導する。法人本部経
営会議で月 2回、全事業所の稼働実態を集約し課題を検討、改善指導を実施する。 

 利用率向上のため、事業所ごとに新規利用契約者目標数を設定し確保する。 
② 事業支出について合理化、適正化を進め、事業経費の削減を図る。 

 業務の無駄、むらを無くし効率化を進め事業諸経費を削減する。また職員の適任人
材配置、適正人員配置を行い人件費率の健全化を図る。 

 事業に関わる備品購入、修繕依頼、リース契約等の取り引きでは厳正を期し、最も
適正な価格で取引契約を行う。 

（２）経営改善の視点から、現行事業のサービス内容、提供方法、情報の周知、連携等の積極的な
見直しを行い、充実した質の高いサービスを提供する。 
① 事業現場に立ち、利用者の多様なニーズに応える事業サービスを提供する。 

 利用者ニーズ→カンファレンス→サービス計画→サービス提供→評価を全事業所
で確実に実施するとともに、提供サービスの見直しを徹底して行う。 

 他事業所の情報収集、先進事業所の視察や研修により、時代の先を行く斬新で質の
高いサービスを作りだし実施する。 

 利用者のより良い活動環境の保持のため、施設・設備の入れ替え、修繕等を計画的
に行う。4月中に対象調査とランク付、5月中に業者の作業見積の徴収を実施する。 

② 関係する病院、診療所等医療機関との連携を進め、サービスの量と質を広げる。 
 高田西城病院とリンクして「つくし・西城 くらしと仕事のサポートセンター（仮）」
を開設し、相互に事業サービスの連携を進める。 

 高田西城病院、川室記念病院の医療相談部、外来、訪問看護部、診療所等と情報交
換を行い、連携を進める。 

③ 法人が生産する製品を魅力ある商品に作り上げるとともに、販売計画を作り計画的に
販売を行う。 
 製品の工夫、ロゴマーク、ラッピング、キャッチコピー等、専門家の助言と職員・
利用者のアイデア募集等により、魅力ある商品に作り上げる。 

 （１）持続可能な事業経営 
 （２）利用者支援の質の向上 
 （３）地域社会への取り組み 
 （４）農福連携の取り組み 
 （５）福祉人材育成と働き方改革 
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 販売する製品の販売年間計画（5WIH）を作り確実に売り切る。 
 SNS、チラシ、のぼり、商品サンプルの活用、テント販売や店舗対面販売、ネット
ショップ開設、県外アンテナショップ委託販売等の営業活動を計画的に展開する。 

④ 類似事業の整統合、上越事業部、糸魚川事業部の情報交流、相互評価等を行う。 
 つくし工房、つくしワークトレーニングルームの間での類似事業の整理統合を行
い、事業の効率化を図る。 

 上越事業部、糸魚川事業部は、事業サービスについての情報交流、相互評価検討を
事業部長のイニシアチブで積極的に行う。 

⑤ 災害からの利用者の安全と法人事業の継続担保のため、国が進める事業継続計画（BCP 
Business Continuity Planning の略）を作り、職員・利用者・関係者に周知徹底する。 

（３）法人がこれまで築いた「地域との信頼関係」の上に立ち、地域資源の掘り起こしと地域との
協働を進める。 
① 地域との情報共有を図り、相互の理解を深め地域との協働を進める。  

 つくし工房を中心とする上越地域、好望こまくさを中心とする糸魚川地域との法
人と地域社会との交流関係について、現状を分析し課題を明確にする。 

 新たな地域に向けた通信「Hello つくしの里（仮）」を毎月発行し、地域に法人行事
等の案内を発信提供する。 

 地域行事への参加、地域諸団体・学校等との計画的交流、懇談会の開催を行い、情
報を共有するとともに、地域の埋もれた情報、地域資源を収集する。 

② 法人事業所が有する様々な福祉資源、機能を地域に活かす活動を積極的に行い、地域と
の協働を推進する。 
 こころのバリアフリー研修等を地域団体と共同で開催し、当法人が持つ障がい者
支援のノウハウを地域に提供する。 

 「つくしひまわりにっこりプロジェクト」「地域の美化活動」「資源物回収」等を、
地域の皆さんと共に取り組む。 

 「つくしのパン作りワークショップ」「ひまわりオイル搾りワークショップ」など
の親子向け企画を実施する。 

（４）ひまわり事業の安定化、新たな農業分野参入の調査・検討、農福事業部の組織的独立への組
織整備を行う。 
① ひまわり事業を当法人の農福事業の主たるものとして位置付け、安定化を図る。 

 ひまわり事業の事業計画（事業内容、スケジュール、人員配置、生産予定、製品販
売計画等）、事業予算、中長期収支見込を作成し、計画的に事業を進める。 

 食用ひまわりを育成する先進事業者への視察、全国の団体へのアンケート等によ
り、当法人のひまわり事業を検証する。 

 ひまわりの花による景観形成やイベントは地域貢献・地域交流活動として位置づ
け、その組み立て（「和・道」医療福祉グループ等との連携、費用負担等）を作る。 

② 農福事業の拡大、安定化に向けた農福事業部の組織的独立への整備を行う。 
 先進事業者から学び、地域の農業者や J A 等農業の専門機関とも協議しながら、新
たな農福事業を創出する。 
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 専門職員の配置について、業務内容や財政的根拠を精査し検討する。 

（５）新年度に向けて整えられた職員組織を、新たな事業組織として確実に定着させ機能させる。
組織を構成する職員の意識改革、スキルアップを図る。 
① 法人の核である「法人本部」、現場事業の統括指導組織としての「上越事業部」「糸魚川
事業部」を、法人の母体組織として事業を進める。
 法人本部経営会議は事務局長が主催し、各事業部の事業進捗状況（利用率、収支、
課題等）を報告する。本部担当職員は検討課題について提起し協議する。 

 各事業部会は事業部長が主催し、各事業所における事業進捗状況を集約、検討課題
を協議する。 

 各事業所の管理者は、必要事項について速やかに事業部長へ報告、連絡、相談し、
事業部長は必要に応じ参事、事務局長に報告、連絡、相談する。

 事業の実態に則した就業規則、給与規程とするために、令和４年度から抜本的な見
直しに着手する。 

② 経営改善計画を確実に実行し、将来に向け持続可能な事業を創りあげるために、職員の
意識改革、スキルアップを図る。 
 管理者、役職者の役割、個々の職員の業務分掌を明確にし、各職員は責任感を強く
し、経営改善計画並びに事業計画に基づく業務を確実に遂行する。 

 職員の意識改革のため、本部担当職員、事業管理者は所属職員の職場における育成
指導（OJT On the Job Training の略）や研修会を行う。 

 管理者と職員の年 3回の面談により業務における個人目標の設定と評価を行い、面
談シートにより管理者と職員で問題を共有する。 

③ DXの活用と ICT化により、業務の効率化、効果的な職員育成を行う。 
 DXの活用による作業時間の削減を図り、業務の効率化を遂行する。職員自らが積
極的に提案できるミーティング等の時間を創出する。 

 職員の業務に応じた研修（DXによるリモート研修等）に年１回以上参加する。 
 事業所ごとに実施する研修等に法人内の他事業所も相乗り参加し、効率的に職員育
成を進める。 

 ３．収支の見通し                                単位：円
 法人全体 上越事業部 糸魚川事業部 
収入 288,193,000 173,615,000 114,578,000
支出 255,988,000 164,169,000 91,819,000
収支差額 32,205,000 9,446,000 22,759,000
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Ⅱ．事業実施計画 
 １．障害福祉サービス事業 

上越事業部の取り組み概要 

（１） 持続可能な事業経営 
  ・令和４年度の資金収支差額 9,446 千円を達成する。 
・月２回（第２、第４水曜日）開催する上越事業部会にて、経営課題を共有、解決策を検討し、法人本
部経営会議へ報告する。 
・上越事業部内において、新しい連携を生み出し、より効率的で効果的な事業活動を実施する。 

   (送迎ルート、つくし・西城くらしと仕事のサポートセンター、PR活動、啓発活動など) 
・毎月の収支状況を把握し、数値目標への達成状況、コスト意識や省エネを心掛け、支出を削減する。 

（２） 利用者支援の質の向上 
 ・主体的に職員研修会を定期開催し、DXを活用して、互いに自己研鑽に努める。 
 ・ヒヤリハットや苦情事案の集約、アンケートを実施し、利用者ニーズに即したサービスを提供する。 
 ・休日開所することで開所日数を増やし、事業目的、利用者ニーズに則したプログラムを提供する。 
 ・つくしセンター喫茶スペースの利活用、地域活動支援センターの充実を図る。 

（３） 地域社会への取り組み 
・地域社会が必要としている製品や活動、人材等について情報収集し、事業活動へ生かす。 
・当事者の力を活用したイベントや講座の開催により、障害啓発や地域との繋がりを作る。 

   (ココロのバリアフリーミーティング、パン作り・お菓子作りワークショップ開催など) 
  ・事業活動や事業実績を地域へ積極的に発信する。 
  ・感染症発生時、災害時の初動体制を確立し、訓練を行う。 

（４） 福祉人材育成と働き方改革 
  ・職員が主体的に責任を持って職務遂行できるよう、業務分掌を明確化する。 
  ・職員がやりがいを感じながら業務や自己研鑽に取り組めるよう、管理者との定期面談を通じて目標を    

管理する 
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（１）つくし工房 

a 目標数値 

事業種類 定員 目標利用率
目標延数 

収入見込 
（千円） 

就労支援
事業収入
(千円)

目標就職者
目標定着者 目標工賃

（千円）
収支見込 
（千円） 

就労移行支援 12 110％ 24,367 
20,155 

5 名 － 収入 92,056 
支出 92,785 
差額 △729

就労継続支援B型 24 105％ 44,555 － 17 
就労定着支援 － 18 492 － －

b 職員配置  実数 正職員 8人、非常勤職員 6人（常勤換算 10.5 人） 
事業種類 管理者 サービス

管理責任者 就労支援員 生活支援員 職業指導員 目標工賃
達成指導員

就労定着
支援員

就労移行支援 
1 1 

2（0.8） 1（0.3） 4（1.7） － －
就労継続支援B型 － 2（1.3） 4（3.3） 1（1.0） －
就労定着支援 － － － － 1（0.1）

c 作業・活動内容 
事業種類 主な内容 

就労移行支援 製菓、清掃、上越市ゴミ袋、施設外作業（リサイクル等）、学習プログラム 
就労継続支援B型 製パン、清掃、タオルたたみ、段ボール組み立て、農業 
就労定着支援 訪問支援 

d 会議・研修 
会議名・研修名 目的 開催日・頻度 構成員・対象者 

全体ミーティング 
スケジュール確認、経営課題の
共有・検討等 

月 1回 全職員 

移行ミーティング 個別支援計画の検討 〃 
サービス管理責任者 
就労移行生活支援員・職業指
導員・就労支援員 

Ｂ型ミーティング   〃 〃 
サービス管理責任者 
Ｂ型生活支援員・職業指導員

販売促進ミーティ
ング 

製造計画・販売計画の検討 〃 
サービス管理責任者 
目標工賃達成指導員 
製菓製パン作業担当者 
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（１）つくし工房 

（１）持続可能な事業経営 
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期 担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

１ 新規利用者の獲得 ・就労移行支援、新規利用
者 5名を獲得する。
（7月までに 2名、9月ま
でに 1 名、12 月までに 1
名、1月までに 1名） 

・就労継続支援Ｂ型、新利
用者 5名を獲得する 
（５月までに１名、7月ま
でに1名、9月までに１名、
1１月までに 1 名、1 月ま
でに 1名） 

・パンフレットのリニューア
ル 

5 月 ◎管理者

・活動内容、就労実績・工賃
実績が分かる定期通信によ
る発信 

毎月 ◎管理者 
〇就労支援員 
・職業指導員

・就労先を取材し広報誌でま
とめ発信 

9 月 
2 月 

◎ｻｰﾋﾞｽ管理責
任者 
〇就労支援員 
・生活支援員

・関係機関への営業 5 月 
7 月 
12 月 

◎管理者 
・ｻｰﾋﾞｽ管理責
任者

２ 利用者工賃を向上
させる 

・月額平均工賃 17 千円を
達成する 

・毎月の販売促進ミーティン
グにて売り上げ目標、工賃額
目標の共有と事業計画の進
捗管理 

毎月 【販促Ｍ統括】
◎目標工賃達成
指導員 
【製菓販促Ｒ】
〇ｻｰﾋﾞｽ管理責
任者 
【製ﾊﾟﾝ販促Ｒ】
〇生活支援員 
【商品提案】 
〇職業指導員 
【案内ﾁﾗｼ作成】
〇管理者 
・就労支援員 
・職業指導員 
【受注管理】 
〇生活支援員 
・就労支援員 

・美味しく愛され続ける商品
のシーズンごとの入れ替え 
・安心安全、健康志向のパン
の研究、試作 

通年 【製ﾊﾟﾝ販促Ｒ】
〇生活支援員 
【商品提案】 
〇職業指導員

基本方針 （１）持続可能な事業経営 （２）利用者支援の質の向上 （３）地域社会への取り組み （４）農福連携の取り組み （５）福祉人材育成と働き方改革

・就労移行支援の成功事例を基に、支援内容を明確化(4 月) 
・利用者の表情、声を具体的に標記(同意前提)(4 月) 
・完成後、関係機関に配布(5 月) 

・取材先の選定(4～6 月) 
・打診、依頼、同意(7 月) 
・ご挨拶、取材(8 月、1 月) 
・広報誌作成、発信(9 月、2 月)

・営業先のリストアップ(4 月) 
・パンフレット、定期通信、手土産、商品チラシ等を持参しご挨拶(5 月、7 月、12 月)

・年間作成計画に基づき、原稿依頼、原稿作成し、スタッフ・活動・商品紹介原稿は毎月 20 日、空き情報は月末 
・原則、月末日に関係機関へメール、ファックスで送信 
・地域回覧は毎月 10 日号にて依頼 

・毎月販売促進ミーティングを開催し、現状(月額平均工賃)の共有と今後の事業計画の確認をする 

・無印米粉使用パン(4 月) 
・夏商試作、チラシ等作成(5 月)入れ替え(6 月) 
・バター使用商品試作(5 月)切り替え(6 月) 
・オーガニック小麦粉使用コムギパン試作(7 月) 
・秋商試作、チラシ等作成(8 月)入れ替え(9 月) 
・冬商品試作、チラシ等作成(11 月)入れ替え(12 月) 
・春商品試作、チラシ等作成(2 月)入れ替え(3 月) 
・ひまわりオイル使用パン(月 1 回) 
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・お菓子等フェアの開催 通年 【製菓販促Ｒ】
〇ｻｰﾋﾞｽ管理責
任者 
【商品提案】 
〇職業指導員 
【案内ﾁﾗｼ作成】
〇管理者 
・法人参与 
・就労支援員 
・職業指導員 
【受注管理】 
〇生活支援員 
・就労支援員 

・受託作業単価の交渉 7月 
12月 

◎管理者 
〇法人本部参事

・材料原価の見直し 3月 ◎管理者 
・職業指導員

・店舗での販売強化 6月～【企画】 
◎管理者 
〇ｻｰﾋﾞｽ管理責
任者 
〇生活支援員 
【物品環境整備】
・職業指導員

・お得意様のリスト化と活用【受注管理】 
〇生活支援員 
・就労支援員 
【ﾃﾞｰﾀ様式・管理】
◎法人本部参与
・目標工賃達成
指導員 

3 支出の削減 ・年間消耗品費800千円
の達成（月額66千円） 

・月額消耗品費、発注者を定
め、経費削減に取り組む 
・コピー用紙裏側の活用 

通年 【収支ﾓﾆﾀ】 
◎目標工賃達成
指導員 
【発注管理】 
・目標工賃達成
指導員 
・生活支援員

・年間水道光熱費1,000千
円の達成（月額83千円）

・照明のこまめなオンオフ 
・エアコン温度の設定する 
（室内温度、夏：28℃、冬：
20℃） 

通年 【消灯管理】 
◎管理者 
・ｻｰﾋﾞｽ管理責
任者 
・生活支援員 
・職業指導員 
【ｴｱｺﾝ管理】 
◎目標工賃達成
指導員 
・職業指導員 
・職業指導員 

・贈答用商品詰め合わせ開発、チラシ作成(5月)周知(5月、7月、12月、3月) 
・水ようかんチラシ作成、周知(7月)販売(8月) 
・クリスマスケーキチラシ作成、周知(11月)販売(12月) 
・桜餅、ひなまつりロールケーキチラシ作成、周知(2月)販売(2～3月) 
・贈答用ドリップバッグコーヒーチラシ作成、周知(2月)販売(3～4月) 
・各フェアとも注文数、売上額、反省等をメンバーと共有し記録する

・事前アポをとり、手土産を持参し、ご挨拶、単価交渉(7月、12月) 

・見積もり原材料、見積り依頼業者の選定(1月) 
・見積り依頼(2月) 
・次年度仕入れ業者決定(3月)

・つくし工房、つくしルーム、ひまわりステーションでの販売環境の改善、販売方法検討、のぼり旗・必要備品準備(4～5月) 
・周知(ＤＭ、回覧、ＳＮＳ等)、販売拡大開始、週末等特別開館での販売(6月～) 
・全体ミーティング、販売促進ミーティングにて売り上げ成果の共有と課題検討(6月～) 

・筆まめソフト変換可能なエクセル入力様式の作成、入力データの選定（4月） 
・データ入力（5～6月） 
・新製品案内の送付開始（6月～）

・月額予算額、目標、発注方法の確認（4月） 
・必要消耗品の発注（適宜） 
・月ごとの収支モニタリングの実施（毎月全体Ｍにて） 
・半期の収支モニタリングの実施（10月の全体Ｍにて）

・月額予算額、目標、エリア分担、設定温度の確認（4月） 
・月ごとの収支モニタリングの実施（毎月全体Ｍにて） 
・半期の収支モニタリングの実施（10月の全体Ｍにて） 
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（２）利用者支援の質の向上 
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期 担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

１ 就労後6ヶ月以上定
着率 4割以上 

・就労者 5名を達成する ・就労パスポートの活用 
・アセスメント手法の検討 
・作業訓練のマニュアル化 
・環境面での合理的配慮 
・企業とのネットワーク作り
・外部講師、就労者グループ
等を活用したプログラムの
充実 

3 月 【ｹｰｽ管理】 
◎ｻｰﾋﾞｽ管理責
任者 
・生活支援員 
【ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ構成】
◎ｻｰﾋﾞｽ管理責
任者 
〇就労支援員 
【企業連携】 
◎管理者 
・ｻｰﾋﾞｽ管理責
任者 
・生活支援員 

２ 利用者へのかかわ
りの統一化 

・個別支援計画の共有化 
・現場でのかかわりの困
り感の迅速な共有と解決
する体制づくり 

・定期ミーティングの活性化
・適宜ＧＳＶによる事例検討

毎月 
適宜 

【ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ統括、事例検討】

◎ｻｰﾋﾞｽ管理責
任者 
【就労移行、定着】
・生活支援員 
・職業指導員 
【製ﾊﾟﾝ】 
・生活支援員 
・職業指導員 
【受託】 
・ｻｰﾋﾞｽ管理責
任者 
・職業指導員 

・職業指導員等のケア会議へ
の参加調整 

適宜 ◎ｻｰﾋﾞｽ管理責
任者 
〇生活支援員 

３ 利用者のアメニテ
ィが向上し、過ごし
やすい環境づくり 

・２階雨漏り修繕と面談
スペースの増設 

・基本設計検討、見積り依頼
・上越市障害福祉サービス事
業所等整備事業費補助金の
申請 

◎管理者 
〇法人本部参事

・つくし工房トイレ改修
見積り 

・基本設計の検討、見積り依
頼、R5年度予算計上 

9 月 ◎管理者 
〇法人本部参事

・利用者の声を運営に生
かす 

・意見箱のリニューアルと再
周知 
・利用者アンケートを実施
し、共有する 

4 月 
11 月 

◎管理者 
・ｻｰﾋﾞｽ管理責
任者 
・生活支援員 
・生活支援員 
・職業指導員 

・安心安全な活動 ・ヒヤリハット、事故報告書
の作成と共有 

通年 ◎管理者 
・全職員 

・基本設計、見積りの依頼(9 月) 
・予算計上(3 月)

・意見箱リニューアル、再周知(4 月) 
・アンケート用紙(案)作成(9 月) 
・アンケート実施(10 月) 
・取りまとめ、課題整理、対策検討(11 月)

・就労移行ミーティング、就労定着ミーティング、受託ミーティング、製パンミーティングを定期開催し、個別支援計画原案の確認、事例検討を行う（毎月）
・GSV 目的と手法の確認(5 月)、ファシリテーターと事例提供者の輪番制開催(6 月～) 

・ケア会議、モニタリング会議等の日程調整（適宜） 

・基本設計打合せ（4月） 
・補助金申請（５月） 
・入札、契約（６月） 
・施行（７月） 
・検査（10 月） 

・ヒヤリハット、事故報告書の目的確認（4月）
・共有、再発防止策検討（毎月全体Ｍ） 

・プログラム内容、アセスメント手法、ケース分担の再検討（4月） 
・作業訓練のマニュアル化、環境面での合理的配慮の整備（～5 月） 
・企業とのネットワーク作り 
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（３）地域社会への取り組み
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月１月 ２月 ３月 

１地域の方々に諸活
動を知ってもらう 

・定期通信の地域への回
覧、関係機関へのファック
ス、メールでの発信 

・紙面にて「スタッフ紹介」
「活動紹介」「商品紹介」等を
記載し、地域回覧 
・関係機関へはファックス、
メール送信 

4月～◎管理者 
〇就労支援員 
・職業指導員 

・ＳＮＳ活用し、年間イン
スタグラムフォロアー10
名獲得、いいね100件獲得

・ＳＮＳ発信担当者を決め、
各週1回以上の更新（パン・
お菓子・ひまわり等） 

4月～◎管理者 
・ｻｰﾋﾞｽ管理責
任者 
・生活支援員 
・生活支援員 
・職業指導員 

・地域が必要としている
環境美化活動に取り組む 

・利用者と共に地域のゴミ拾
い、清掃、除雪等を行う 

年4回 ◎ｻｰﾋﾞｽ管理責
任者 
・職業指導員 

・当事者による講演活動
を行い、障害理解を深める

・利用者へ趣旨説明し、協力
者公募 
・こころのバリアフリーミー
ティング、出前授業の実施 

年4回 ◎管理者 
〇ｻｰﾋﾞｽ管理責
任者 

２地域の方々に諸活
動に参加してもら
う 

・パン作り、お菓子作りワ
ークショップの実施 

・コロナ禍でも開催できる体
験教室の企画、開催 

9月 ◎生活支援員 
〇ｻｰﾋﾞｽ管理責
任者 
・職業指導員 

・ひまわり育成活動へ市
民ボランティアに参加し
てもらう 

・つくしひまわりにっこりプ
ロジェクト等ひまわり育成
に関する活動の実施 
・ひまわりオイル搾りワーク
ショップの開催 
・諏訪地区ひまわり育成にお
けるボランティア募集 

10月 

12月 

10月 

◎法人本部参事
◎職業指導員 

・年間作成計画に基づき、原稿依頼、原稿作成し、スタッフ・活動・商品紹介原稿は毎月20日、空き情報は月末 
・原則、月末日に関係機関へメール、ファックスで送信 
・地域回覧は毎月10日号にて依頼 

・投稿者、方法、内容、遵守事項の確認（4月） 
・各担当者より目標週1回の更新（4月～）

・ゴミ拾い（5月、9月、11月） 
・除雪（12月～適宜）

・利用者へスケジュール、趣旨説明、募集(4月) 
・打合せ、練習、補助申請（５月） 
・看護大ゲストスピーカー（6月3日） 
・こころのバリアフリーミーティング（８月、３月） 

・開催要綱案作成（6月） 
・補助申請（7月） 
・周知（8月） 

・にっこりプロジェクト実施要綱案作成（４月） 
・周知（５月） 
・開催（６～９月）
・振り返り（10月） 

・ワークショップ実施要綱案作成（10
月） 
・周知（11月） 
・開催、振り返り（12月） 

・ボランティア募集情報周知（４月～通年）
・活動開始（5月） 
・振り返り（10月） 
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（４）農福連携の取り組み
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期 担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

１ 農福事業部の計画
に沿い、農作業・製
品製造販売等に取
り組む。 

・つくし工房は主たる農
福の事業所となるので、農
福事業部の計画を達成す
るため職員が柔軟に協力
体制を取る 

・農福事業部計画のとおり 
・利用者が安全にわかりやす
く作業するための作業の切
り出し、環境整備 

通年 農福事業部長
農業担当職員
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等 

・つくしひまわりにっこ
りプロジェクトへの積極
参加 

・事業所、職員個々でのひま
わり育成、ＰＲと種の獲得 
・他機関、企業、グループ、
個人へのプロジェクトの PR
活動 

10 月 全職員             

（５）福祉人材育成と働き方改革
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期 担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

１ 働きやすい環境づ
くり 

・共有化体制の強化 ・全館WIFI 完備し、どこでも
ネットワークアクセスでき
る体制を構築する 
・リモートの活用 

10 月 ◎法人本部参事
〇管理者 

・各業務において対応で
きるスタッフを複数人育
成し、お休みをとりやすく
する 

・基幹業務（製菓、製パン、
受託、喫茶、請求事務等）の
複数名で行える体制をつく
る 

10 月 ◎管理者 
・全職員 

・書庫、物置、サーバ内の
収容物の整理 

・権限、担当者を決める 
・特別開館時に不要な資料や
データ削除とスキャニング
による電子保存 
・書庫収容率、サーバ内デー
タ 10％削減 

通年 【利用者記録】
◎管理者 
・ｻｰﾋﾞｽ管理責
任者 
【事業所・法人】
・法人本部参事
・事務担当者 

・作業時間、電話受付時間
短縮による記録時間の確
保 

・利用者の作業時間を短縮
し、記録時間等に充てる 
・就業時間後の電話対応の制
限 

4 月～ ◎管理者 
・全職員 

・職員役割分担の明確化 ・業務分掌の整理 
・目標シートを作成し、管理
者面談を実施し 

◎管理者 
・全職員 

・見積り検討（4 月） 
・競争見積もり依頼（5 月） 
・発注、整備（9 月）

・全体ミーティングでの検討、基幹業務の抽出、業務優先順位の検討（4月～）
・順次、業務シェア（5 月～）
・振り返り（2月）

・特別開館時に、優先的に整理すべき資料、データの選定・担当者の検討（4月） 
・順次、作業開始（5月～）時間を決めて、３者確認しながら進める
・中間振り返り（９月）、振り返り（３月） 

・目的、方法について検討、共有（4 月～）
・利用者への依頼（5月） 
・中間振り返り（9月）振り返り（3 月） 

・目標管理シート作成（4月） 
・管理者との面談（4月、10 月） 

・PR 活動（4月～） 案内発送、新規獲得営業、SNS 発信、 
・育成～種収穫（4～10 月） 
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（２）つくしワークショップスペース

a 目標数値 
事業種類 定

員
目標
利用率

給付費収入見
込（千円）

就労支援事業
収入（千円）

目標
就職者

目標工賃
（千円）

収支見込
（千円）

自立訓練（生活
訓練） 

３ 100％ 3,342 － － － 収入 36,799 
支出 36,050 
差額 749 就労継続支援 B

型 
17 100％ 23,457 10,000 １名 16 

b 職員配置  実数 正職員 3人、非常勤職員 5人（常勤換算 6.4 人） 
事業種類 管理者 サービス

管理責任者 生活支援員 職業指導員 目標工賃
達成指導員 調理員 

自立訓練（生活訓練） 1（1） 1（1） 1（0.7） －
就労継続支援B型 1（1.0） 2（1.2） 2（1.0） １（0.5） 

c 作業・活動内容 
事業種類 主な内容 

自立訓練（生活訓練） エコバッグ作成・つくしショップ運営・館内清掃・施設外作業（清掃） 
就労継続支援B型 弁当製造・クリーニング作業・お茶作業・館内清掃・施設外作業（清掃） 

d 会議・研修 
会議名・研修名 目的 開催日・頻度 構成員・対象者 
全体ミーティング スケジュール確認、経営課題の共

有・検討・個別支援計画検討 
月 1回 常勤職員 

法人研修 スキルアップ 年 2回 全職員 
外部研修 スキルアップ 不定期・各職

員 1会場 
全職員 

商品開発ミーティ
ング 

弁当の新メニューの検討 2 か月に 1回 職業指導員 
調理員 
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（２）つくしワークショップスペース 

（１）持続可能な事業経営 
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期 担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

１ 新規利用者の獲得。 ・自立訓練（生活訓練）新
規利用者４名を獲得する。

・就労継続支援B型、新規
利用者を８名獲得する。 

・利用者募集ポスター・チラ
シのリニューアル。 

２月 管理者 
生活支援員 

2 名  2 名  2 名  2 名  2 名  2 名  

・活動内容・空き情報・工賃
実績の定期発信。 
・事業所見学依頼の随時受け
入れ。 
・高田西城病院精神科デイケ
アで活動紹介をする。 

毎月 管理者 
生活支援員 

・就労事業支援収入
年間 10,000 千円を目
標とし利用者工賃を
向上させ次年度以降
の給付費単価を上げ
る。 

・月額平均工賃 1８千円を
達成する。 
・弁当作業は時給 700～
800 円を目標とする。 
・軽作業は時給 250～300
円を目標とする。 
・弁当は毎月の売り上げ
目標 85 万、経費 50 万と
し 35 万円工賃に充てる。

昼夕の弁当宅配・高田西城病
院の精神科デイケア給食提
供を継続して行い安定した
収入を確保する。 

毎月 職業指導員 
調理員 
目標工賃達成
指導員 

食材の仕入れを継続して業
務スーパー・しみず屋から行
い食材費にかかる経費を抑
える。毎月の経費を確認す
る。食材の廃棄をなくすし経
費削減を図る。 

毎月 管理者 
職業指導員 
調理員 
目標工賃達成
指導員 

つくしショップにおいてひ
まわりオイル・弁当・パン・
お菓子・地場野菜の販売を行
う。 

毎月 生活支援員 
職業指導員 

２ 支出の削減。 ・水道光熱費２％削減 
年間 1,000千円→980千円
に削減する。 

・事務消耗品５％削減 
年間 150千円→142 千円 
に削減する。 

・福利厚生費（大腸菌検査
費用）50％削減する。 

・毎月の水道光熱費を確認し
て省エネの意識を高める。 
・エアコン・照明の消し忘れ
がないよう張り紙をする。 

毎月 全職員             

・事務消耗品の在庫の確認、
再利用できるものは利用し
て節約の意識を高める。 
・事務費月額上限 11,800 円。

毎月 全職員             

・大腸菌検査の業者を食品衛
生協会から民間業者に変更
する。 

4 月 管理者             

基本方針 （１）持続可能な事業経営 （２）利用者支援の質の向上 （３）地域社会への取り組み （４）農福連携の取り組み （５）福祉人材育成と働き方改革

・4月ポスターのデザイン・印刷 ・5・6月関係各所に掲示依頼・配布 ・新規利用者獲得年間目標 12 名（就労継続支援 B型 8名、生活訓練 4名） 
・利用者確保の状況に応じて内容をアップデートしていく

・空き情報・工賃実績を月末につくし工房と共同で関係機関に FAX・メールにて発信する（毎月） 
・見学希望は随時受け入れていく（随時） 
・高田西城病院精神科デイケアで活動紹介（5 月・11 月） 

・毎月のスタッフミーティングで水道光熱費の確認を行い省エネの意識を高めていく。 
・目標値に対しての進捗状況を確認する 

・毎月のスタッフミーティングで事務費の確認を行いコスト削減の意識を高めていく 
・事務費月額上限 11800 円に設定。 

・令和 4年 3月から民間の検査会者と契約を結ぶ。検査費用 1本 950 円→300 円に削減 

・就労支援事業収入を月額平均工賃 850 千円とする。とする。 
・必要経費は月額平均 500 千円とし差額 350 千円を利用者工賃とする。 
・毎月の必要経費を確認、食材の破棄をなくし経費削減を図る。 
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（２）利用者支援の質の向上 
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月１月 ２月 ３月 

１就労継続支援B型の
就労支援の強化。 

・就労継続支援B型を利
用しながら就職を目指し
たいという利用者ニーズ
にこたえる。 
・就職支援を行い、就職定
着者を輩出することで就
労移行体制加算を獲得す
る。 

・職場実習先の確保。 
・障害者就業・生活支援セン
ターとの連携。 
・施設外支援の実施。 
・実習時の企業訪問やケア会
議への参加。 

通年 サービス管理
責任者 
生活支援員 

     就職者
1名 

     就職定
着者1
名 

２利用者のアメニティ
が向上し、過ごしやす
い環境づくり。 

・利用者の声を運営に生
かす。 

・意見箱の設置。 
・利用者アンケートの実施。

4月 
11月 

生活支援員 
職業指導員 

３開所日数を増やす。 年間開所日数247日。 レクリエーション活動は祝
日に開所して実施する。 

祝日開所
日 

全職員  こども
の日 

  海の日  勤労感
謝の日

 成人の
日 

天皇誕
生日 

（３）地域社会への取り組み 
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月１月 ２月 ３月 

１地域住民に事業所
の活動を知ってもら
い障害者理解を深め
る。 

ボランティアで利用者と
一緒につくしショップで
販売活動をしてくれる人
を見つける。 

・つくしショップにおける販
売活動。 
・事業所の活動の宣伝。 

通年 サービス管理
責任者・生活支
援員 

ボラン
ティア
の募集

ボラン
ティア
の確保

２地域との交流 
環境美化活動（夏

季）除雪（冬季）を継
続的に行う。 

定期的に美化活動を利用
者ともに行い地域に貢献
する。 

・2か月に1度雁木通りのゴ
ミ拾いを行う。 
・冬季は雁木の除雪や東側私
道の除雪を適宜行う。 

通年 全職員 美化活
動 

 美化活
動 

 美化活
動 

 美化活
動 

 除雪 除雪 除雪 除雪 

３地域の方々に諸活動
を知ってもらう。 

・上越事業部共同で定期
通信の地域への回覧、関係
機関へのファックス、メー
ルでの発信。 

・紙面にて「スタッフ紹介」
「活動紹介」「商品紹介」等を
記載し、地域回覧する。 
・関係機関へはファックス、
メール送信する。 

4月～サービス管理責
任者 
生活支援員 
職業指導員 

・上半期に1名就職者を輩出、6か月以上定着するよう施設外支援を行い次年度の就労移行体制加算を獲得する 

・意見箱の設置、再周知(4月) 
・アンケート用紙(案)作成(9月) 
・アンケート実施(10月) 
・取りまとめ、課題整理、対策検討(11月)

1年を通してボランティアとつくしショップの販売活動を行っていく 

・年間作成計画に基づき、原稿依頼、原稿作成し、スタッフ・活動・商品紹介原稿は毎月20日、空き情報は月末 
・原則、月末日に関係機関へメール、ファックスで送信 
・地域回覧は毎月10日号にて依頼 
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（４）農福連携の取り組み
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期 担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

１ 農福事業部の計画
に沿い、ひまわり関
連事業に取り組む。

・農福事業部の計画を達
成するため職員が柔軟に
協力体制を取る 

・農福事業部計画のとおり 通年 全職員             

・つくしひまわりにっこ
りプロジェクトへの積極
参加 

・事業所、職員個々でのひま
わり育成、ＰＲと種の獲得 
・他機関、企業、グループ、
個人へのプロジェクトの PR
活動 

10 月 全職員             

（５）福祉人材育成と働き方改革 
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期 担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

１ 生産性の高い業務遂
行 
利用者送迎・弁当配

達にかかる業務負担
の軽減。 

運転員（利用者送迎・夕方
の弁当配達、週 12.5 時間
勤務）を雇用し、常勤職員
の事務作業の時間を確保
する。 

・ハローワークに求人を出し
て募集する。 
・採用面接を行う。 

4 月 管理者 採用面
接 

２ 職員の役割の明確化 
し達成感が感じられ
働き甲斐のある職場
環境を整える。 

職員面談を通じて職務状
況を確認。達成感ややりが
いがあるか、また負担や不
安に感じていることはな
いかを確認する。 

目標シートを作成し、管理者
面談を実施する。 

通年 管理者 
全職員 

管理者
面談・
目標シ
ート作
成 

上期評価 
管理者面談 最終評価、管理者面談

次年度目標設定 

継続雇用 

・PR活動（4月～） 案内発送、新規獲得営業、SNS 発信、 
・育成～種収穫（4～10 月） 
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（３）つくしセンター 

a 目標数値                                     単位：千円 
事業種類 収入見込

（補助金）
ｻｰﾋﾞｽ利用作成費
（新規・更新） ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ費 地域移行

支援費 収支見込 

地域活動支援センター 19,450 － － － 収入 30,561  
支出 28,784 
差額  1,777相談支援事業 － 3,764 6,376 288 

b 職員配置  実数 正職員 ４人、非常勤職員 １人（常勤換算 3.7 人） 
事業種類 管理者 地活専門職員 相談支援専門員 

地域活動支援センター 
常勤兼務 
1(0.4) 

常勤兼務 
2(1.3) 

非常勤専従 
1(0.1) 

― ― 

相談支援事業 ― ― 
常勤専従 
１（１） 

常勤兼務 
２（0.9） 

c 活動内容 
事業種類 主な内容 

地域活動支援センター 生活支援（訪問・面談・電話相談・同行等）  
日中活動支援（レク・サークル活動・アウトリーチ活動・喫茶軽作業） 
啓発活動（バリアフリーミーティング・音楽会・チャリティつくしツリー）

相談支援事業 障害者・児の福祉サービス利用計画作成及びモニタリング作成  
福祉サービス利用のための関係機関との連携調整及び事業所訪問 
精神科病院入院中の患者さんの地域移行支援 
『つくし・西城 くらしと仕事のサポートンター』実施 

d 会議・研修 
会議名・研修名 目的 開催日・頻度 構成員・対象者 

発達障害者の基礎知識
と支援について（研修）

基礎知識を獲得し、支援に取り組む 年１回 全職員 

相談支援専門員現任者
研修 

スキルアップと相談支援専門員資格
継続要件研修 

年１回 相談支援専門員 

相談支援専門員連絡会
研修 

相談員のスキルアップ及び地域課題
を検討していく 

年５回 相談支援専門員 

強度行動障害支援者養
成研修 

基礎知識の獲得、加算要件研修 年１回 相談支援専門員 

医療的ケア児等支援従
事者養成研修 

基礎知識の獲得、加算要件研修 年１回 相談支援専門員 

サービス管理責任者現
任者研修 

資質の向上とサービス管理責任者資
格継続要件研修 

年１回 相談支援専門員 
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（３）つくしセンター 

（１）持続可能な事業経営 
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期 担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

１ 『つくし・西城
くらしと仕事のサ
ポートセンター』
実施。 

高田西城病院と協働し利
用者支援及びサービスの
量と質を拡げ収益を増や
す。 
新規契約数を増やす。 

○者：１２名 
○児： ３名 

・高田西城病院にて窓口を開
設。(週 5日 9:30～12:00 ) 

通年 相談支援専門
員 

・つくしセンターパンフレッ
トのリニューアル。 

４月 地活専門職員

２ サービス利用計画
契件数１９５件を
目指す。 

・毎月の予定の件数と給付費
の確認。 

通年 相談支援専門
員 

・相談支援専門員資格継続要
件研修、基礎知識獲得及び加
算要件研修受講。 

適宜 相談支援専門
員 

３ 質の高い相談支援
を提供。 

専従の相談支援専門員１
名を配置し、機能強化型
（Ⅳ）の申請をする。 

・機能強化型（Ⅳ）の申請をす
る。 

４月 管理者             

４ 支出削減する。 ・水道光熱費、保険料、賃
借料の 28 千円の削減 
・事務消耗品費の15千円
の削減。 

・支出状況の確認をしてコス
ト。意識を持ち職務にあたる。

毎月 全職員             

（２）利用者支援の質の向上 
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期 担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

１ 地域活動支援セン
ターの活動活性化。

・新しい活動を取り入れ
活性化に繋げる。 
・地域包括支援センター
と連携し、サービスの繋が
っていない方を日中活動
に繋げる。 

・登録者の活動ニーズアンケ
ートの実施 
・年３回体を動かす活動を取
り入れる 
・地域包括支援センターに機
関紙発送 

６月 

通年 

毎月 

地活専門職員

２ 喫茶の利用と売り
上げを伸ばす。 

・年間 60,000 円の収益を
上げる。 

・機関紙で喫茶つくしんぼの
PRをしていく。 
・ＳNSで情報発信をする。 

R５・３              

３ 発達障害者の基礎
知識を身に付ける。

正しい知識を身に付け、質
の高い支援をしていく。 

・専門講師を招き研修を開
催。 

１０月 全職員             

基本方針 （１）持続可能な事業経営 （２）利用者支援の質の向上 （３）地域社会への取り組み （４）農福連携の取り組み （５）福祉人材育成と働き方改革

・相談支援専門員現任者研修  強度行動障害支援者養成研修 医療的ケア児等支援従事者養成研修 

・４月より月～金 9：３０～１２：００ 高田西城病院にて『つくし・西城 暮らしと仕事のサポートセンター』 

・４月中に『つくし・西城 くらしと仕事のサポートセンター』の内容及び新しい活動内容を盛り込む盛り込
む
・請求件数の確認（月初め） 
・未請求は翌月に請求する 

・開催要綱作成‘（７月）
・講師依頼（７月） 

・機能強化型（Ⅳ）の加算申請をする（４月） 

・毎月のミーティング時に確認し、原因の分析を行い翌月のコスト意識を多高める 

・登録者の活動ニーズアンケートの実施（６月） 
・ヨガ活動の実施（６月 ９月 11 月） 
・地域包括支援センターへの機関紙の発送（毎月） 

・機関紙（センターニュース）で PR 
・SNSで情報発信をする（５月 ７月 ９月 １１月 １月 ３月） 
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（３）地域社会への取り組み
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月１月 ２月 ３月 

１チャリティつくし
ツリー活動の賛同
団体を増やす。 

２団体増やす。 ・ネット販売と連動した募金
活動を展開する。 
・和・道グループの各事業所
に、新規出入り業者の情報提
供依頼をする。 
・新規事業所へ活動の趣旨説
明に伺う。 

９月 全職員             

２啓発活動を実施し
障害者理解を深め、
当事者の力を引き
出す。 

ココロのバリアフリーミ
ーティングを年２回開催
する。 

①当事者と家族のバリアフ
リーミーティング開催。

②当事者と支援者のバリア
フリーミーティング開
催。 

・精神保健福祉協会補助金申
請。 

①８月 

②３月 

上越拠点             

つくしんぼ音楽会を開催。・令和４年は通常開催。 
・令和５年は30回記念開催
し、令和４年度から計画を検
討していく。 

９月 全職員             

（４）農福連携の取り組み
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月１月 ２月 ３月 

１農福事業部の計画
に沿い、ひまわり関
連事業に取り組む。

・農福事業部の計画を達
成するため職員が柔軟に
協力体制を取る 

・農福事業部計画のとおり 通年 全職員             

・つくしひまわりにっこ
りプロジェクトへの積極
参加 

・事業所、職員個々でのひま
わり育成、ＰＲと種の獲得 
・他機関、企業、グループ、
個人へのプロジェクトのPR
活動 

10月 全職員             

（５）福祉人材育成と働き方改革
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月１月 ２月 ３月 

１運営状況の把握。 各業務責任において、意識
して取り組むことができ
る。 

月１回のミーティング時に
各担当者から実績報告をす
る。 

通年 全職員             

２チームワークをい
かした働きやすい
職場。 

個々の目標に取り組みや、
お互いの業務を理解しな
がら取りくむ。 

目標シートを作成し、振り返
り、達成度の確認をする。 

通年 管理者 
全職員 

・ネット販売開設時に募金活動も連動するよう進めていく 
・和・道グループの各事業所に、新規出入り業者の情報提供依頼（９月） 
・新規事業所へ活動の趣旨説明に伺う（１０月） 

・開催要綱作成 ・会場の決定（５月 １２月） 
・補助金申請（６月 １月） 
・シンポジストの依頼（５月 １２月） 

・目標シートの作成 
・半期に一度、管理者と面談をする

・PR活動（4月～） 案内発送、新規獲得営業、SNS発信、 
・育成～種収穫（4～10月） 
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（４）グループホームつくしの里 

a 目標数値 
事業種類 定員 目標利用率 収入見込み

（千円）
収支見込
（千円）

共同生活援助 6 98％ 6,500 収入 8,724 
支出 4,925 
差額 3,772 

b 職員配置  実数 正職員 ４人、非常勤職員 3 人（常勤換算 1.6 人） 
事業種類 管理者 サービス管理責任者 世話人 生活支援員 

共同生活援助 常勤兼務 
１（0.1） 

常勤兼務 
１（0.2） 

非常勤専従 
2(0.9) 

非常勤専従 
１（0.4） 

c 活動内容 
事業種類 主な内容 

共同生活援助 
日常生活支援（食事提供・環境整備・日常生活上の支援） 
健康管理（体調チェック・健診同行・関係医療機関及び事業所との連携） 
金銭管理（金銭管理のアドバイス・預かり金依頼者の出納帳管理） 
入浴の見守り及び介助 

d 会議・研修 
会議名・研修名 目的 開催日・頻度 構成員・対象者 
入所施設における
感染予防研修 

正しい知識を身に付けグループ
ホーム内の感染予防に努める 

年１回 全職員 

グループホーム連
絡会 

情報交換や研修の場として資質
の向上に繋げる 

年１回（情報
交換） 
年１回（研修）

サービス管理責任者 
世話人・生活支援員 

スタッフミーティ
ング 

利用者状況及び運営状況の情報
共有、懸案事項に検討 

月１回 
月末火曜日か
木曜 

全職員 

個別支援会議 個々の支援内容の見直し, 
新たな計画の立案をする 

個々のモニタ
リング月（６
ヶ月に１回） 

全職員 
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（４）グループホームつくしの里 

（１）持続可能な事業経営 
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期 担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

１ 安定した利用状況
の継続し利用率98%
の利用率にする。 

・的確な健康管理を行
う。 

・毎日の体調チェック。 
・健診同行。 
・保健師による保健指導の実
施。 

通年 
年１回 
年１回

サービス管理
責任者 
世話人 
生活支援員 

・待機者名簿を作成し空
き状況を最小限にする。

・病院や相談支援事業所に利
用希望者の確認をする。 
・６ヶ月に１回、待機者の状況
確認。 

・通年 

９月・３
月 

サービス管理
責任者 

・適正な支援区分の見直
しを図り、支援費の増収
に繋げる。 

・サービス利用更新時に支援
区分調査申請をする。 

９月 サービス管理
責任者 

２ 支出を削減する。 ・水道光熱費、保険料、賃
借料の 20 千円の削減。 
・事務消耗品費の 4 千円
の削減。 

・節約を意識する。 
・スタッフミーティング時に
前月と当月の支出状況を確認
し次月の業務にあたる。 

毎月 全職員             

（２）利用者支援の質の向上 
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期 担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

１ 利用者へのかかわ
りの統一化。 

・個別支援計画の共有化。
・現場での困り感、課題の
迅速な共有と解決に対す
る体制づくり。 

・正確迅速な報・連・相を実
施する。 
・月１回のミーティング時に
利用者状況の確認し情報共
有をする。 

通年 

毎月  

全職員 

２ 利用者のアメニテ
ィが向上し、生活し
やすい環境作り。 

・エアコン２台の入換え。 ・６月見積もり依頼。 
・７月設置。 

７月 管理者             

・安心安全な生活を提供
する。 

・苦情、ヒヤリハット、事故
報告の作成及び共有。 
・入所施設における感染予防
研修の実施。 

通年 

１１月 

全職員        

基本方針 （１）持続可能な事業経営 （２）利用者支援の質の向上 （３）地域社会への取り組み （４）農福連携の取り組み （５）福祉人材育成と働き方改革

・朝・夕の体調確認と必要に応じた受診同行（通年） 
・健診（２月） 
・保健師による保健指導（３月）

・病ワーカーや相談支援事業所に利用者希望の確認をする（通年） 
・半年に１回待機者の状況及び利用意向の確認をする（９月 ３月） 

・適正な支援区分の見直しのため更新時に支援区調査申請をする（９月） 

・スタッフミーティング時に前月と当月の収支状況を確認する（毎月） 

・個別支援計画原案の確認 計画相談モニタリング会議の参加（個別） 
・定期のスタッフミーティング（毎月） 

・６月見積もり依頼
・７月設置 

・苦情、ヒヤリハット、事故報告の作成及び共有（通年） 
・研修要綱の作成（８月） 講師依頼（９月） 研修（１１月）
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（３）地域社会への取り組み
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月１月 ２月 ３月 

１地域の一員として
活動する。 

・町内と連携をすること
で、有事の際の協力を得
ることができる。 

・町内会長、班長への挨拶。
・可能範囲での入居者情報提
供。 
・町内行事への参加。 
（地域防災訓練・ｸﾘｰﾝ活動）

4月 
4月 

通年 

管理者 

世話人 

２入居者と一緒に無
理のない地域貢献
活動をする。 

・ベルマークを集め城東
中学校に寄付する。 

・日常の買い物の商品からベ
ルマークを切り取り集める。

通年 世話人             

３余暇活動の充実。 楽しみのある生活にす
る。 

・ひまわり植栽や祭りに参
加。 
・誕生会を開き共に祝う。 

6月・８月
誕生月 

世話人             

（４）農福連携の取り組み
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月１月 ２月 ３月 

１農福事業部の計画
に沿い、ひまわり関
連事業に取り組む。

・農福事業部の計画を達
成するため職員が柔軟に
協力体制を取る 

・農福事業部計画のとおり 通年 全職員             

・つくしひまわりにっこ
りプロジェクトへの積極
参加 

・事業所、職員個々でのひま
わり育成、ＰＲと種の獲得 
・他機関、企業、グループ、
個人へのプロジェクトのPR
活動 

10月 全職員             

（５）福祉人材育成と働き方改革
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月１月 ２月 ３月 

１新任者教育の実施。・事業の仕組みの理解、障
害特性や個々の状況を確
認しスムーズに職務に当
たる。 

・事業の説明。 
・利用者状況の説明。 

4月 管理者             

２チームワークを生
かした働きやすい
職場にする。 

個々の目標に取り組み、お
互いの業務を理解しなが
ら取りくむ。 

・目標シートを作成し、振り
返り、達成度の確認をする。

通年 管理者 
全職員 

・ベルマークの切り取り（通年） 
・ベルマーク集め城東中学校に届ける（２月） 

・新町内会長・班長への挨拶（４月） 
・情報提供（４月） 
・地域防災訓練・クリーン活動の参加（町内行事予定月）

・新任者教育 

・ひまわり植栽の参加（６月） 
・ひまわり祭り（８月） 
・誕生会の実施

・目標シートの作成 
・半期に一度、管理者と面談をする

・PR活動（4月～） 案内発送、新規獲得営業、SNS発信、 
・育成～種収穫（4～10月） 
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糸魚川事業部の取り組み概要 

（１） 持続可能な事業経営 
  ・令和４年度の事業活動資金収支差額を 24,600 千円とし、設備資金借入金元金償還支出 1,841 千円差

引後の、当期資金収支差額 22,759 千円を達成する。 
・月 2 回（第 2 水曜日、第 4 水曜日）開催する糸魚川事業部会にて、経営課題を共有、解決策を検討
し、法人本部経営会議へ報告する。 
・目標設定を明確にし、数字を意識しながら職務にあたり、利用者を増やす。 
・加算要件に必要な人材を配置し、より高い加算を獲得、そしてより多くの相談件数を担当し、収入を
増やす。 
・就労支援事業所と相談支援事業所が連携を取り合い、それぞれの利用状況を把握し、新規利用者を獲
得する。 
・毎月の支出状況を把握し、コスト意識や省エネを心掛け、支出を削減する。 

（２） 利用者支援の質の向上 
 ・定期的に就労勉強会を開催し、就労への意識向上により、就職者を輩出する。 
 ・祝日開所する事により、開所日数を増やし、利用の幅を広げる。 
 ・ミーティングやケース検討の充実により、事業所全体の支援の質を向上させる。 
 ・新規プログラムや創作活動により、地域活動センターの充実を図る。 
 ・利用者の声を聞き取り、利用者ニーズに即したサービスを提供する。 

（３） 地域社会への取り組み 
  ・市や他事業所と連携をとり、新規実習先を開拓する。 
  ・美化活動や資源物回収活動により、地域貢献を行う。 
  ・イベントや講座の開催により、障害啓発や地域との繋がりを作る。 
  ・地域生活支援拠点の体制を整え、緊急時速やかに対応できるようにする。 
  ・地域の防災訓練に参加し、災害時の地域連携の意識を向上させる。 
  ・SNSを活用し、様々な活動を発信する事により、障害や事業内容の周知を促進させる。 

（４） 福祉人材育成と働き方改革 
  ・目標設定を明確にし、達成感が感じられる職場にする。 
  ・職員の役割を明確化にし、責任を持って職務遂行にあたる。 
  ・職員同士の連携を取りやすくし、職員が孤立感を感じない職場にする。。 
  ・管理者と職員の面談を通し、職員の声を聞き取りながら、良い職場環境にする。 
  ・GH世話人 1名増員させ、バックアップ施設の負担を軽減させる。 
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（5）好望こまくさ 事業実施計画 

a 目標数値 

事業種類 定
員

目標利用率
目標延数 

障害福祉ｻｰ
ﾋﾞｽ等事業
収入見込 
（千円）

就労支援事
業収入見込
（千円） 

目標就職者
目標定着者

目標工賃
（千円）

収支見込 
（千円） 

就労移行支援 6 85％ 6,831 1,450 ２名 － 収入 63,170 
支出 47,590 
差額 15,580 就労継続支援B型 30 92％ 45,043 9,845 ２名 12.5 

b 職員配置  実数 10 人 正職員 6人、非常勤職員 4人（常勤換算 8.6 人） 
事業種類 管理者 サービス

管理責任者 就労支援員 生活支援員 職業指導員 目標工賃
達成指導員

就労定着
支援員

就労移行支援 1 1 1(0.5) 1(0.5) 1(0.5) － －
就労継続支援B型 － 2(1.8) 3(2.0) 2(1.3) －

c 作業・活動内容 
事業種類 主な内容 

就労移行支援 就労研修・勉強会、求職活動、職場実習、菓子製造販売、ポスティング作業 
就労継続支援B型 受託作業、弁当作業、清掃作業、つくし工房のパンの販売、求職活動、職場実習

d 会議・研修 
会議名・研修名 目的 開催日・頻度 構成員・対象者 

夕礼 
目標値達成確認、利用状況確認、翌日の職
員の動きの確認。 

毎日 全職員 

職員ミーティング 利用者の状況把握、事業所の状況把握。 毎月１回 全職員 

相談支援会議 事例検討、他事業所との情報交換。 ２か月１回 全職員 

就労支援会議 
市・他事業所と連携し職場開拓、情報交
換。 

年２回 就労支援員 

就職者の声を聴く
会 

利用者の就労意欲の向上。 年 4回 
サービス管理責任
者、、就労支援員、利
用者 
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（５）好望こまくさ 

（１）持続可能な事業経営 
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期 担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

1 延べ利用者数を増
やす。 

年間延べ利用者数。 
就労移行 1,200 名。 
就労継続Ｂ型 6,600 名。 

一日の目標収入額・利用率、
を設定し、目標をクリアして
いるか毎日確認しあい、危機
感、達成感を感じながら職務
にあたる。 

毎日 全職員 

利用者の利用状況や、健康状
態を把握し、利用できてない
利用者には、なぜ利用できて
ないかの原因を探り、利用で
きるよう導く。 

毎日 

サービス管理
責任者 
生活支援員 
職業指導員 

相談支援事業所と連携を取
り新規利用者を獲得する。 

毎月 
管理者 
サービス管理
責任者 

２ 就労支援事業収入
を増やす。 

年間就労支援事業収入。 
11,300,000 円。 

効率よく作業ができるよう
作業環境を整え、より多くの
受託作業を受ける。 年末 

職業指導員 
生活支援員 
目標工賃達成
指導員 

居宅支援事業所や地域包括
支援センターと連携をとり
新規弁当受注を獲得する。 年末 

職業指導員 
生活支援員 
目標工賃達成
指導員 

ひまわりオイルを使ったお
菓など、新しい商品の開発
や、会社への販売活動によ
り、売上を増やす。 

年末 
職業指導員 
生活支援員 

３ 支出を削減する。 水道光熱費、保険料、賃借
料２％削減、事務消耗品の
５％削減。 

省エネ活動や節約の意識に
より水道光熱費や、消耗品費
を減らす。 

毎日 全職員 

保険料や賃借料は一括契約
にする。 ４月 管理者 

毎月支出の状況を確認し合
い、コスト意識持ち職務にあ
たる。 

毎月 全職員 

基本方針 （１）持続可能な事業経営 （２）利用者支援の質の向上 （３）地域社会への取り組み （４）農福連携の取り組み （５）福祉人材育成と働き方改革

・1日の目標収入を設定する。（４月スタート時） 
・1 日の目標利用率を設定する。（４月スタート時） 
・毎日夕礼をして設定した目標を達成しているか確認する。（毎日） 
・月末及び半期には振り返りを行い現在の状況を確認しあい振り返りをする。（毎月末、９月末、３月末） 

・毎日夕礼をして利用者の利用状況や健康状態を確認し合う。（毎日） 
・利用できてない利用者には、利用できない理由を探る。 
・利用できてない利用者に利用できるよう導く。 

・利用状況を相談支援事業所に伝える。（毎月） 
・相談支援事業所から、利用に繋がりそうな利用者について報告してもらう。（毎月） 
・利用に繋がりそうな利用者がいれば、積極的に施設見学を受け入れる。 

・省エネ、節約意識を持ち職務に当たる。（毎日） 
・利用者にも節約の意識を持つよう導く。（毎日） 

・保険料、賃借料を一括契約にする。（４月） 

・月末に支出状況を確認しあう。（月末） 
・支出の状況から、翌月どのようにしていけば良いか検討しコスト意識を高める。（月末） 

・今後の受託製品の情報や、受託量の見通しなど、情報収集に努め、新しい受託製品がきても素早く対応する。（通年） 
・利用者一人ひとりの能力や体調に合わせ、効率よく作業ができるよう作業環境を整える。（毎日） 

・毎月、宅配弁当のチラシとメニュー表を居宅支援事業所や地域包括支援センターへ届ける。（毎月） 
・弁当の質の低下が無いよう心掛ける。（毎日） 

・３か月に一度新商品開発会議を開く。（６月、９月、１２月、３月） 
・企業などにチラシや注文票を配布する。（毎月） 
・企業への販売活動を積極的に行う。（通年） 
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（２）利用者支援の質の向上 
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月１月 ２月 ３月 

１「就職した利用者
の声を聴く会」を定
期的に開催する。 

就労定着者２名。 
就職者２名。 

過去に就職された利用者を
招き、就職後の状況など、ざ
っくばらんに、今いる利用者
と対話を通し、就労に対する
不安解消や就労意欲の向上
に結びつける。 
６ヶ月に一度振り返りをし、
内容を見直す。 

３か月に
１度 

サービス管理
責任者 
就労支援員 

２開所日を増やす。 年間開所日数２４７日。 祝日開所する事により開所
日数を増やすと共に、利用し
やすいプログラムを考え提
供する。 

７月 
９月 
１１月 

全職員             

（３）地域社会への取り組み
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月１月 ２月 ３月 

１実習を受け入れて
くれる事業所を開
拓する。 

新規事業所２か所。 自立支援協議会就労支援部
会や、支援センターさくら、
ハローワークと連携し、実習
先を開拓する。 

年度末 サービス管理
責任者 
就労支援員 
管理者 

２美化活動及び資源
物（ペットボトルの
蓋や壊れた傘）回収
活動を定期的に行
う。 

回収した物品を、学校や自
治会、社会福祉協議会、環
境保全ネットワークに収
める。 

2か月に1度美化活動を行う
6か月に1度地域のみなさん
に告知後、資源物回収を行
う。 

３月 全職員             

３地域生活支援拠点
の強化。 

緊急時、速やかに対応、連
携できる体制にする。 

緊急時、誰が対応するか明確
にし、対応する職員も、不安
なく速やかに対応、連携でき
るよう、対応のマニュアルを
確認しあう。 

３月 全職員             

・過去に就職した利用者に連絡をとり、趣旨を説明し、会の参加を要請する。（４月、７月、１０月、１月） 
・３か月に一度就職した利用者の声を聴く会を開催する。（５月、８月、１１月、２月） 
・６ヶ月に一度振り返りをし、内容を見直す。（９月、３月） 

・祝日開所する。（７月海の日、９月敬老の日、１１月勤労感謝の日） 
・祝日開所時に、利用しやすいプログラムを考える。（６月、８月、１０月） 

・自立支援協議会就労支援部会を通し、糸魚川市や糸魚川市内の他の事業所と連携し実習先を開拓する。（通年） 
・支援センターさくらと連携し実習先を開拓する。（通年） 
・ハローワーク活動時に、実習受け入れ可能な事業所があるか確認する。（毎月） 

・２か月に一度美化活動を行う。（５月、７月、９月、１１月、１月、３月） 
・資源物回収の告知をする。（９月、３月） 
・６ヶ月に一度資源物回収を行い、資源物を収める。（９月、３月） 
・壊れた傘は、骨の部分を外し、洗ってアイロンをかけ、新潟の環境保全ネットワークへ送る。（９月、３月） 
（エコバッグ等にリサイクルされる。） 

・勤務表に誰が対応当番であるか記載し、対応当番は責任をもって当番にあたる。（通年） 
・６ヶ月に一度、緊急時の対応方法について確認しあう。（９月、３月） 
・緊急時があった場合、振り返りを行い、次回対応時に活かす。（通年） 
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（４）農福連携の取り組み
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期 担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

１ 農福事業部の計画
に沿い、ひまわり関
連事業に取り組む。

・農福事業部の計画を達
成するため職員が柔軟に
協力体制を取る 

・農福事業部計画のとおり 通年 全職員             

・つくしひまわりにっこ
りプロジェクトへの積極
参加 

・事業所、職員個々でのひま
わり育成、ＰＲと種の獲得 
・他機関、企業、グループ、
個人へのプロジェクトの PR
活動 

10 月 全職員             

（５）福祉人材育成と働き方改革
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期 担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

１ 達成感が感じられ、
働き甲斐のある職
場にする。 

職員との面談を通し、達成
感があり、働き甲斐を感じ
られる職場であったか確
認する。 

日々の目標設定（一日の収入
や利用率）や、職員それぞれ
の目標を明確にし、毎日確認
しあう。 

毎日 全職員  

管理者との面談で、勤務状況
を確認する。 

３月 管理者             

２ 職員が孤立感を感
じず、連携がとりや
すい職場にする。 

職員との面談を通し、職員
が孤立せず、連携が取りや
すい職場であったか確認
する。 

ＤＸの活用により、職員が今
何をやっているかを明確に
し、職員同士の連携を取りや
すくする。 

毎日 全職員  

管理者との面談で、連携体制
の状況を確認する。 

３月 管理者             

・日々の目標を設定する。（４月スタート時） 
・夕礼時、目標に対してどうであったか確認しあう。（毎日） 

・半期に一度、管理者と職員で面談する。（９月、３月） 

・全職員がＤＸを活用し、自身の勤務状況がわかるようにする。（毎日） 
・他の職員の勤務状況について把握し、連携をとりやすくする。（毎日） 

・半期に一度、管理者と職員で面談する。（９月、３月） 

・PR 活動（4月～） 案内発送、新規獲得営業、SNS 発信、 
・育成～種収穫（4～10 月） 
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（６）地域生活支援センターこまくさ 

a 目標数値                                    単位：千円 
事業種類 収入見込 ｻｰﾋﾞｽ利用作

成費 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ費 地域移行
支援費 収支見込 

地域活動支援センター 23,302 － － － 収入 34,639 
支出 30,956 
差額  3,781 相談支援事業 － 3,445 7,702 91 

b 職員配置  実数 常勤 ５人、非常勤職員 ２人（常勤換算 6.4 人） 
事業種類 管理者 地活専門職員 相談支援専門員 

地域活動支援センター 常勤兼務 
1(0.7) 

常勤専従 
2(2.0) 

非常勤兼務 
1(0.7) － －

相談支援事業 
－ －

常勤専従 
2(2.0) 

非常勤専従 
1(1.0) 

c 作業・活動内容 
事業種類 主な内容 

地域活動支援センター 生活支援（訪問・面談・電話相談・同行等） 
日中活動支援（リラックリ・サークル活動、憩いの場提供、障害者アート作
品支援） 
啓発活動（こころのバリアフリー講座、こころのバリアフリートーク、バリ
アフリー教室（市主催）、バタバタまつり） 

相談支援事業 障害者・児の福祉サービス利用計画作成及びモニタリング作成 
福祉サービス利用のための関係機関との連絡調整及び事業所訪問 
地域生活支援拠点 

d 会議・研修 
会議名・研修名 目的 開催日・頻度 構成員・対象者 

相談支援専門員現任者 
研修 

スキルアップと相談支援専門員
資格継続要件研修 

年 1回 管理者 
相談支援専門員 

相談支援従事者初任者 
研修 

スキルアップと相談支援専門員
要件研修 

年 1回 専門職員 

強度行動障害支援者養
成研修 

基礎知識の獲得、加算要件研修 年 1回 管理者 
相談支援専門員 

医療的ケア児等支援従
事者養成研修 

基礎知識の獲得、加算要件研修 年 1回 相談支援専門員 
専門職員 

糸魚川市自立支援協議
会各部会：3部会 

地域連携と地域づくり 各年 4回 管理者 
相談支援専門員 

相談員連絡会議 相談支援専門員間の地域連携、
情報・課題共有 

月 2回 相談支援専門員 
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（６）地域生活支援センターこまくさ 

（１）持続可能な事業経営 
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期 担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

１ 必要な人材の配置、
加算要件を整備し、
給付費の増収益を
図る。 
(加算による増収目
標＋1280 千円)。 

・機能強化型サービス利
用支援費Ⅱの取得。 

・体制に必要な人事配置。 
・変更申請提出。 

4 月 管理者 

・主任相談支援専門員配
置加算の取得。 

・体制に必要な人事配置。 
・変更申請提出。 

4 月 管理者             

・要医療児支援体制加算
の取得。 

・加算要件研修への参加。 
・変更申請の提出。 

4 月 管理者             

・行動障害支援体制加算
の取得。 

・加算要件研修への参加。 
・変更申請提出。 

10 月 相談支援専門
員 
管理者 

２ 相談員増員による
計画相談数の増加
により増収益を図
る。 

・糸魚川市の課題となっ
ている未計画相談障害児
の解消(20 ケース)。 
・課題解消による行政、地
域から信頼の獲得。 
・計画相談支援等により
給付費目標 1114 万円。 

・糸魚川市が R4 年 9 月まで
に未計画相談障害児の解消
を計画しているため、市と協
議し、新規障害児相談支援担
当を担う。 

9 月 相談支援専門
員 

（２）利用者支援の質の向上 
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期 担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

１ 週1回相談員ミーテ
ィングを開催し、ケ
ース検討、情報共有
を行い、事業所全体
で支援の質の向上
を図る。 

・量と共に質の高い支援
が提供を行えるようにな
る。 
・ミーティングにて支援
視点共有、強化を行い、利
用者の QOL 向上、地域か
らの信頼を得る。 

①第 1,3 週、相談員連絡会議、
②第 2.4 週、こまくさ相談員
連絡会を開催し、事業所、地
域との連携強化、情報共有を
行い、支援の質の向上を図っ
ていく。 

①継続 
⓶4 月 

相談員全員             

２ 地域活動支援セン
ターでの活動内容
の充実を図る。 

・センター新規活動内容
の検討、施行し、利用者の
増加と満足度の向上。 

・センターでの新規活動プロ
グラムの創設。 
・利用者へのアンケートを行
い、利用者の評価を知る。 

7 月 地域活動支援
センター専門
職員 

・創作活動を通じ、利用者
の自己肯定感向上や地域
活動への参加を働きかけ
る。 

・センター内外での創作活動
を用いた地域交流。 
・創作活動の展示会。 

11月～12
月 

地域活動支援
センター専門
職員 

基本方針 （１）持続可能な事業経営 （２）利用者支援の質の向上 （３）地域社会への取り組み （４）農福連携の取り組み （５）福祉人材育成と働き方改革

・機能強化型サービス利用支援費Ⅱ(4 月～) 
・主任相談支援専門員配置加算(4 月～) 
・要医療児支援体制加算(4 月～) 
・行動障害支援体制加算(10 月～) 
・加算を維持するためには要件が揃った相談支援専門員の配置が必須であるため法人や糸魚川拠点での人材育成を計画的に検討していく。 

・相談員増員による新規計画相談、新規障害児相談支援の増加。 
・9 月までに新規障害児相談支援を重点的に取り組む。 
・新任相談員への OJT。 
・新規相談員を相談支援従事者養成研修への参加し、相談支援円専門員へ養成する。 

・自立支援協議会主催の相談員連絡会議へ参加。（第 1,3 週） 
・こまくさ相談員連絡会の開催(第 2,4 週) 

⓶展示会

・新規プログラムの検討（～7 月）。新規プログラムの試行とチェック(9 月、12 月、3 月) 
・アンケートの実施(12 月) 

・利用者作品を製品化(絵ハガキ、缶バッチ、さをり)と販売。(8 月) 
・著作物の契約書作成。(8 月) 
・糸魚川市の企業や憩いの場での作品展示(11 月～12 月)。
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自立支援協議会へ
参画し糸魚川市の
地域課題の解消に
向け取り組む。 

・個別ケースの課題を地
域課題に落とし、課題の解
消や地域の力の底上げを
働きかける。 

・自立支援協議会各部会への
参加。 

通年 相談支援専門
員 

・自立支援協議会事務局とし
て相談支援会議、相談支援会
議研修会を主催し、支援者の
支援技術向上を企画する。 

 相談支援専門
員 

 会議  会議 
研修会

 会議  会議  会議  
研修会

会議 

（３）地域社会への取り組み
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月１月 ２月 ３月 

１バリアフリー講座、
バリアフリートー
クの開催による障
害啓発活動。 

・高校生、一般市民を対象
とした講座を主催し、障害
理解の促進を図る。 

・糸魚川白嶺高校、地域の集
会場等を会場に障害をテー
マにした講座を開催する。 

右記 各イベントに
担当者を決め
実施 

トーク
  講座  

トーク
 講座   

トーク
講座   

トーク

２ライオンズクラブ
との共催イベント。

地元有力者の同会との交
流により、障害者理解促進
と地域との繋がりを作る。

5月に同会とのイベントを共
催し、利用者、同会会員と交
流の場を実施する。 

5月 全職員  交流会

３SNSを活用し、地域
へ活動を周知する。

多様な方への周知により、
障害や事業の理解促進。 

・イベントや日常的な記事を
年100件以上の発信を行う。

通年 地域活動支援
支援ｾﾝﾀｰ職員

４地域生活支援拠点
への協力。 

・高リスク世帯へのセー
フティーネット網の構築。

・高リスク世帯の把握、リス
ト化。 
・糸魚川市を中心とした関係
機関との連携、課題整理。 

通年 職員全員             

（４）農福連携の取り組み
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月１月 ２月 ３月 

１農福事業部の計画
に沿い、ひまわり関
連事業に取り組む。

・農福事業部の計画を達
成するため職員が柔軟に
協力体制を取る 

・農福事業部計画のとおり 通年 全職員             

・つくしひまわりにっこ
りプロジェクトへの積極
参加 

・事業所、職員個々でのひま
わり育成、ＰＲと種の獲得 
・他機関、企業、グループ、
個人へのPR活動 

10月 全職員             

（５）福祉人材育成と働き方改革
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月１月 ２月 ３月 

１業務分担表を作成
し、全職員の役割の
見える化、責任を持
った業務遂行。 

全職員に役割、責任を与
え、業務に責任を持って遂
行する。 

全職員に業務分担表を配布
し、役割を伝え、遂行状況を
管理者が管理する 

通年 管理表作成：
管理者 
全職員 

２働き甲斐のある職
場づくり 

キャリアパス面談を通じ、
個々のやりがいを見出す 

目標シートを作成し、管理者
面談を実施する 

通年 管理者 
全職員 

目標シート記載
管理者面談 

上期評価 
管理者面談

最終評価、管理者面談
次年度目標設定 

・SNSでの発信 

・自立支援協議会・居住部会、こども部会、就労部会への参加。(各年4回) 

・糸魚川市と地域生活支援拠点への協力。 
・高リスク世帯の把握と登録への働きかけ。 
・相談員連絡会議での登録判定参与。

・業務分担表の作成(4月) 
・責任感ある業務遂行(通年) 
・管理者により遂行状況管理(通年)

・PR活動（4月～） 案内発送、新規獲得営業、SNS発信、 
・育成～種収穫（4～10月） 
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（７）ホームつくし糸魚川 

a 目標数値 
事業種類 定員 目標利用率 収入見込み

（千円）
収支見込
（千円）

共同生活援助 10 95％ 11,460 収入 17,770 
支出 12,531 
差額  5,239 短期入所 1  360 

b 職員配置  実数 正職員 ２人 非常勤職員 ５人（常勤換算 3.1 人） 
事業種類 管理者 サービス管理

責任者 世話人 生活支援員 
共同生活援助 常勤兼務 

１（0.3） 
常勤兼務 
１（0.2） 

非常勤専従 
5(2.3) 

非常勤兼務 
１（0.3） 

c 活動内容 
事業種類 主な内容 

共同生活援助 日常生活支援（食事提供・環境整備・日常生活上の支援） 
健康管理（体調チェック・健診同行・関係医療機関及び事業所との連携） 
金銭管理（金銭管理のアドバイス・預かり金依頼者の出納帳管理） 
入浴の見守り及び介助 
コロナ感染症対策 

d 会議・研修 
会議名・研修名 目的 開催日・頻度 構成員・対象者 
コミュニケーショ
ン研修 

適切なコミュニケーションを身に
付け、適切な支援、声掛けにより
利用者が安心して生活する。 

年１回 全職員 

グループホーム世
話人ミーティング 

情報交換や研修の場として資質の
向上に繋げる。 

月１回 管理者、サービス管理
責任者、生活支援員、 

グループホームス
タッフミーティン
グ 

バックアップ施設である地域生活
支援センターこまくさとの利用者
状況や支援体制の情報共有。 

月１回 管理者、サービス管理
責任者、生活支援員、地
域生活支援センターこ
まくさ職員 
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（７）ホームつくし糸魚川 

（１）持続可能な事業経営 
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期 担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

１ グループホーム利
用率 95％を目指す。

・目標自立支援給付費
11,820 千円(ショートステ
イ含む)。 

・個別支援計画に基づき、 
利用者の体調管理を行い、健
康で満足感のある支援を提
供する。 
利用者の特性に合わせた支
援方針の共有。 

年度末 全職員 
サービス管理
責任者 

２ ショートステイ利
用率 25％を目指す
（月 8日間利用）。 

現在 3 名いる毎月ショー
トステイ利用者を 4 名に
することで利用率を上昇
させる。 
自立支援給付費 360 千円
(ショートステイ単独)。 

・相談支援専門員等への情報
提供を行い、利用者を確保す
る。 

年度末 サービス管理
責任者 

３ 支出を削減する。 水道光熱費、保険料 2%削
減、事務消耗品 5%削減。

・電力会社の新電力への移
行。 

7 月 管理者 
糸魚川事業部
長

４ 待機者リストの更
新。 

利用率維持のため事前準
備を行い、空床が発生した
場合の速やかな調整、利用
へつなげる。 

・待機者の意思確認。 
・待機リストの更新。 

4 月 
通年 

サービス管理
責任者 

（２）利用者支援の質の向上 
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期 担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

１ 支援の質向上と共
通した視点による
一貫した支援体制
の構築。 

・利用者の満足度の向上、
自尊心を持った生活を支
援する。 

・世話人ミーティングを開催
し、利用者状況や支援視点、
情報共有を行い、一貫した支
援体制を作る。 

毎月第 2
火曜日 

管理者、サー
ビス管理責任
者、世話人、生
活支援員 

・グルーホームスタッフミー
ティングを開催し、バックア
ップ施設として、利用者状況
と支援方針の共有。 
・支援体制の確認、検討。 

毎月第 1
金曜日 

地域生活支援
センターこま
くさ全職員、
サービス管理
責任者 

２ 利用者ニーズに即
したサービス提供。

・入居者の心身の状況、家
庭環境、一人ひとりのニー
ズに応じたサービス提供。
・一人暮らしを望まれる
方への地域移行支援。 

・メンバーミーティングの開
催。 
・利用者にアンケート調査を
実施し、提供する支援の評価
を行う。 

毎月第 4
火曜日 
12 月 

管理者、サー
ビス管理責任
者 

基本方針 （１）持続可能な事業経営 （２）利用者支援の質の向上 （３）地域社会への取り組み （４）農福連携の取り組み （５）福祉人材育成と働き方改革

・新電力会社の情報収集。(6 月) 
・新電力会社と契約(7 月) 

・利用者の体調管理を行い、健康で満足感のある支援を提供する。 
・利用者の特性に合わせた支援方針の共有。 

・待機者の意思確認(4 月) 
・待機者リストの更新(通年) 

・メンバーミーティングの開催。(毎月第 4火曜日) 
・利用者アンケートを実施し、提供する支援の評価を行う。(12 月) 
・個別アセスメントに基づいた、個別支援計画の作成。(各利用者 6 か月毎)

・相談支援専門員等への情報提供を行い、利用者を確保する。 
・ 

・世話人ミーティングの開催(毎月第 2 火曜日) 
・世話人の困り感把握し、フォローする。 

・グループホームスタッフミーティング(毎月第 1金曜日) 
・支援体制の確認、検討。 
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・個別アセスメントに基づい
た、個別支援計画の作成。 

各利用者
6か月毎 

（３）地域社会への取り組み
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月１月 ２月 ３月 

１受け入れ体制の強
化。 

地域生活支援拠点や緊急
時の受け入れ体制を整え、
職員の意識、使命感を醸成
する。 

・新規や緊急時の受け入れを
その都度振り返り、適切な受
け入れ態勢を作る。 
・新規、緊急時の受け手とし
ての支援体制をマニュアル
化する。 
・バックアップ施設との情報
共有による連携体制の強化。

通年 管理者、サー
ビス管理責任
者 
③全職員 

２地域防災訓練へ利
用者と共に参加。 

緊急時に備え、避難所や避
難経路の確認 

地域総合防災訓練への参加 
災害時マニュアルの見直し 

9月 全職員             

（４）農福連携の取り組み
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月１月 ２月 ３月 

１農福事業部の計画
に沿い、ひまわり関
連事業に取り組む。

・農福事業部の計画を達
成するため職員が柔軟に
協力体制を取る 

・農福事業部計画のとおり 通年 全職員             

・つくしひまわりにっこ
りプロジェクトへの積極
参加 

・事業所、職員個々でのひま
わり育成、ＰＲと種の獲得 
・他機関、企業、グループ、
個人へのプロジェクトのPR
活動 

10月 全職員             

（５）福祉人材育成と働き方改革
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月１月 ２月 ３月 

１人材確保。 ・世話人1名の増員を行
い、世話人の勤務体制に余
裕を持たせる。 
バックアップ施設の負担
低減。 

・求人要件の再検討、時給見
直しを検討する。 
町内会の協力を得て、地区の
回覧へ求人チラシを配布す
る。 

継続 管理者             

２コミュニケーショ
ン研修。 

・利用者にとって一番身
近な世話人に適切なコミ
ュニケーションを身に付
けてもらい、利用者が安心
して生活できる。 

・コミュニケーション研修の
開催。 

通年 管理者 
サービス管理
責任者 
世話人 

３働き甲斐のある職
場づくり。 

・キャリアパス面談を通
じ、個々のやりがいを見出
す 

・目標シートを作成し、管理
者面談を実施する 

通年 管理者 
全職員 

目標シート記載
管理者面談 

上期評価 
管理者面談

最終評価、管理者面談
次年度目標設定 

・振り返りや共有による、適切な受け入れ態勢作り。(通年) 
・新規、緊急時のマニュアル作り。(9月) 
・バックアップ施設との連携強化。(通年)

・地域総合防災訓練への参加(9月) 
・災害時マニュアルの見直し(9月) 

・求人要件の再検討(4月) 
・地区の回覧へ求人チラシ配布(5月) 

・コミュニケーション研修の開催(6月) 
・個別フォリーアップ(7月～3月) 

・PR活動（4月～） 案内発送、新規獲得営業、SNS発信、 
・育成～種収穫（4～10月） 
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 ２．農福事業部 

達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期 担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 
１ ひまわり事業を当

法人の農福事業の
主たるものとして
位置付け、安定化を
図る。 

①ひまわり事業を計画的
に進める。 

栽培 
・畝間、株間を開けた育成
・間引、土揚げによる防草
・虫害、鳥害の対策 
・休耕地選定（土力の回復
と異なる農作物の栽培）

通年 農福事業部長
農業担当指導員
ボランティア 
（地域農業者）

刈り取り・搾油 
・大人数での一斉刈り取り
・種（原料）買付検討調査

刈取 10 月
搾油 11 月
調査 10 月

農福事業部長
農業担当指導員

販売 
・計画的な販売 
・現商品のボトムアップ 

通年 つくし工房管理者 
農業担当指導員
目標工賃達成指導員

②当法人のひまわり事業
を検証する。 

食用ひまわりを育成する
先進事業者へ視察、全国の
団体へアンケート等実施 

視察 
7・8 月､冬
ｱﾝｹｰﾄ 5 月

農福事業部長
農業担当指導員

③ひまわりの花による景
観形成やイベントを地
域貢献・地域交流活動
として組み立てる。 

「和・道」医療福祉グルー
プ等との連携、費用負担等
を検討し組み立て 

協力体制 
10 月 
各種検討 
2 月 

農福事業部長
法人本部 
農業担当指導員

つくしひまわりにっこり
プロジェクトの充実と賛
同者獲得 

10 月 農福事業部長
法人本部 
農業担当指導員

２ 農福事業の拡大、安
定化に向けた農福
事業部の組織的独
立への整備を行う。

①新たな農福事業を創出
する。 

先進事業者からの学び、地
域の農業者や J A 等農業の
専門機関との協議による、
ひまわり以外の農作物の
試験的栽培 

協議 
９月末 
新農作物 
通年 

農福事業部長
農業担当指導員
ボランティア 
（地域農業者）

②専門職員の配置につい
て検討する。 

新農作物の開拓、ひまわり
の継続的な育成を進める
職員の業務内容や財政的
根拠の精査、配置の検討 

12 月 農福事業部長
法人本部 

③農業担当の利用者、ボ
ランティアを確保す
る。 

つくし工房就労継続 B 利
用者 3人確保、給付費取得
ボランティア（有償）5～10
人程度確保 

利用者 
7 月 
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ 
10 月 

農福事業部長
つくし工房管理者 

効果的な作業のための機
械器具充実 

8 月 農福事業部長
つくし工房管理者

職場、自宅等での栽培の協力

播種 間引 草刈 ひまわり祭
ひまわりﾏﾙｼｪ 刈取・種取和道Gに協力依頼

休日にイベント性
を持たせた活動

費用負担、協力体制の検討

基礎資料作成、特典確定
商工会やライオンズクラブ等への声掛け、SNS
での全国発信、ホームページへの賛同者名掲載

利用者 作業内容、条件検討 
定期通信等により募集告知 

ボランティア 作業内容、条件検討 定期通信等により募集告知 

業者より費用、機能の情報収集 
自走式草刈機、土揚機、自動噴霧器等 

高田特別支援学校生との農業実習・ボランティア活動

でっかいひまわり
コンテスト

大根、トマトなどの試験的栽培（繁忙期以外の以外のビニールハウスの活用）

先進事業者や地域農業者等との継続協議

ひまわり育成や新農作物試験栽培の状況、農業専従利用者獲得の状況を見ながら継続協議

ｱﾝｹｰﾄ内容の精査
ｱﾝｹｰﾄ実施、集計

先進地視察 
（ZOOM活用も）

先進地視察 
（ZOOM活用も）

土壌改善
虫害対策 耕うん

播種 間引き

草刈り、用水路管理

土揚げ

鳥害対策

休耕地選定
休耕地選定

土壌改善

刈り取り、脱粒
乾燥、選別、保管

搾油

新オイル、加工製品等販売開始前年オイル、加工製品等販売

委託販売先等営業、交渉 ラベル貼り、新オイル製品化
原料としても提供 ネット販売継続検討
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 ３．専門部会 
（１）総務部会 
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期 構成員 

法人職員や利用
者にかかわる事
項を集約・検討
し、より良い組織
づくりの方向を
示す。 

①就業規則（労務管理）の
抜本的見直し、事業内容や
人事の見直しについて検
討・提案する。（本部案件）

モデル規則や他法人の規
則を参考に通年検討し、令
和５年３月の役員会で提
案する。 

3 月 事務局長
本部参事 
上越事業部
参事 
他役職者 ②職員育成に係る研修に

ついて検討・提案・運営す
る。 

年２回の研修実施のため
通年検討する他、法人内事
業所独自の研修にも相乗
りする。 

８月 
３月 

③効率的な業務遂行の基
盤を整える。（本部案件）

DX の整備を積極的に行
い、法人サーバーの整理や
資料のデータ化を進める。

３月 

④利用者支援にかかわる
各種事項（BCP、虐待防止
等）を検討・提案する。（本
部案件） 

非常災害時やコロナ禍に
対応する BCP は、医療関
係者から助言を得ながら
早急に検討、作成する。 

BCP 5 月

（２）財務部会 
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期 構成員 

各事業所の収支
状況を分析し、経
営改善へと導く。

各事業所の収支状況を把
握し、問題点をみつけ、改
善へと導く。 

各施設から、毎月の収支状
況の報告を受け、法人全
体、各事業部、各施設の収
支状況を分析し問題点を
見つけ出す。 

3 月 事務局長
本部参事 
糸魚川事業
部長
上越事業部
参事 
管理者 

各事業所の財務状況から、
大型修繕、備品整備、内部
留保の資金計画の方向性
を示す。 

今後必要な大型修繕や、備
品整備状況等の確認を各
事業所が行い、財務状況か
らどのようにしていけば
良いか方向性を示す。 

３月 

職位職責に見合った給与
体系を検討し、給与規程を
抜本的に見直す。（本部案
件） 

他法人の給与規程や、法人
参与から意見をもらい、給
与規程を検討し、令和５年
３月の役員会で提案する。

３月 
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（３）情報部会 
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期 構成員 

各種情報取集・情
報管理を行い法
人内外に発信し
ていく 

ホームページ・SNSの管理
を行い法人に関する情報
を発信する 

ホームページの内容を令
和3年度の実績をもとに更
新する 

5 月末 糸魚川事業
部長
上越事業部
参事 
役職員 

日々の活動をインスタグ
ラム・フェイスブック等の
SNSで発信する 

各事業所
週 1 回以
上 

機関誌を発行して令和4年
度のつくしの里の活動を
関係機関に紹介する 

ニュースレターの発行 3 月末 
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 ４．公益事業 障害者生活支援川室優つくし基金 
達成目標 指標・成果 具体的取り組み 達成時期 担当 

地域で生活する
障がい者の緊急
時出費に役立て
ていただく。 

行政等が実施する他制度
の活用も選択肢に入れて
いただきながら、有効活用
を図る。 

スピーディーな事務手続
きにより「緊急時」へ対応
し、こころ豊かな生活の一
助となるようサポートす
る。 

通年 本部参事 
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